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企業と労働者 名前

問1 地方公共団体が運営を行い、水道やガス、交通機関の提供など、地域の住民が生活する上で欠かせない公共の目的を優先して活動する組織の名
称として正しいものを選びなさい。 （2026年 沖縄県公立入試 類似）

1. 公企業 2. 公務員 3. 公設秘書 4. 私企業

問2 日本の労働運動の歴史に関する説明として、大正時代に結成された日本労働総同盟などの動きを経て、戦後の日本国憲法で「団結権」が明文化
された背景をふまえて、最も適切な記述を選びなさい。 （2023年 京都府公立入試 類似）

1. 企業が労働組合を自由に管理・運
営できるようにし、経営効率を高め
る仕組みを憲法で定めるため。

2. すべての労働者に公務員と同じ権
利を与え、国家が直接給与額を決定
する体制を整えるため。

3. 労働者が一人で交渉するよりも、
組織を作ることで使用者と対等な立
場で労働条件の改善を求めやすくな
るため。

4. 労働組合の活動を政府の許可制に
することで、過激な労働争議を未然
に防ぐことを目的としたため。

問3 日本の製造業に関する統計データにおいて、中小企業の割合が約99％に達する「事業所数」に対し、中小企業の割合が約48％にとどまり、大企
業の占める割合が相対的に高くなる項目はどれですか。 （2020年 福島県公立入試 類似）

1. 特許取得数 2. 製造品出荷額 3. 従業者数 4. 原料輸入額

問4 日本国憲法第28条で保障されている労働三権のうち、労働者が雇用主と対等な立場で交渉を行うことを目的として、労働組合を結成する権利を
何というか。 （2017年 鳥取県公立入試 類似）

1. 団結権 2. 団体行動権 3. 団体交渉権 4. 勤労の権利探索

問5 近年の労働政策や政党の公約において、労働環境を改善し経済を活性化させるための重要なキーワードとして「仕事と生活の調和」が挙げられ
ます。仕事に責任を持って取り組む一方で、子育てや介護、地域活動、自己啓発といった私生活の充実も図れるようにするというこの考え方の
名称を、次のうちから選びなさい。 （2017年 鹿児島県公立入試 類似）

1. バリアフリー 2. ワークシェアリング 3. ノーマライゼーション 4. ワーク・ライフ・バランス

問6 株式会社における「所有と経営の分離」について説明した文として、適切なものはどれか。 （2021年 兵庫県公立入試 類似）

1. 国や地方公共団体が出資を行い、
公務員が責任者となって公共の利益
のために経営を行う仕組みのこと。

2. 株主が会社の負債に対して個人の
財産をすべて投げ打って支払う「無
限責任」を負う仕組みのこと。

3. 個人事業主がすべての出資を行い
、自ら経営と利益の管理をすべて一
人で行う仕組みのこと。

4. 会社の所有者である株主が、専門
的な知識を持つ経営者に事業の運営
を委ねる仕組みのこと。

問7 1960年代のアメリカにおいて、消費者が経済活動の中で守られるべき基本的な利益として提唱された考え方を何というか。 （2020年 岐阜県公立入試

類似）

1. 知的財産権 2. 消費者の四つの権利 3. 所有権の絶対 4. バリアフリーの原則

問8 働く意欲のある女性が、育児を理由に離職することなくキャリアを継続できる環境を整えるための施策として、最も直接的な効果が期待される
ものはどれですか。 （2017年 沖縄県公立入試 類似）

1. 所得格差を是正するために、高所
得者への累進課税をさらに強化する

2. 単純労働に従事する外国人労働者
の受け入れ人数を法律で制限する

3. 保育所を充実させ、待機児童の解
消や延長保育などの受け皿を確保す
る

4. 60歳定年制を廃止し、高齢者がよ
り長く働けるような雇用制度を導入
する

問9 日本の年間総実労働時間は、フランスやドイツといったヨーロッパ諸国の統計と比較して長い傾向にあります。このような現状を踏まえ、国や
企業が「ワーク・ライフ・バランス」を推進する目的として最も適切な説明はどれか、次から選びなさい。 （2019年 佐賀県公立入試 類似）

1. 育児や介護を理由とした離職を防
ぎ、多様な人々がその能力を発揮で
きる社会を実現するため。

2. 製造業を中心とした産業構造から
、情報通信業を中心とした産業構造
へと転換を促すため。

3. 年功序列による賃金体系を維持す
ることで、若者の離職を防止し、将
来の生活を安定させるため。

4. 労働組合の組織率を向上させ、経
営者に対して大幅な賃金の引き上げ
を要求しやすくするため。

問10 「政府」「家計」「企業」の3つの経済主体の間で行われるお金やサービスのやり取りについて述べた文として、正しいものを選択してください
。 （2021年 群馬県公立入試 類似）

1. 企業は、政府に対して公共サービ
スを提供し、その対価として政府か
ら税金を受け取る。

2. 政府は、家計や企業に対して商品
やサービスを販売し、その代金をも
とに道路などの社会資本を整備する
。

3. 企業は、家計から提供された労働
力を用いて商品やサービスを生産し
、家計に賃金を支払う。

4. 家計は、企業に対して労働力を提
供する代わりに、企業から公共サー
ビスを直接受け取る。

問11 日本のジェンダーギャップ指数において、特に改善が求められている経済分野の格差を解消するための具体的な取り組みとして、最も適切なも
のを次のうちから選びなさい。 （2025年 宮崎県公立入試 類似）

1. 同一労働における男女間の賃金格
差を解消する取り組みを行う。

2. 男女間の平均寿命の差を縮めるた
めの医療施策を推進する。

3. 国会議員の選挙で候補者の一定割
合を女性に割り当てる制度を導入す
る。

4. 男女共学を実施する高等学校の割
合を減らす。

問12 使用者が労働者を採用する際、労働基準法に基づいて労働条件を明示しなければならない理由として、最も適切な説明を選びなさい。 （2024年

佐賀県公立入試 類似）

1. 労働者は使用者に対して立場が弱
くなりがちであるため、あらかじめ
条件を確定させることで不当な労働
を強制されるのを防ぐため

2. 労働者が労働組合を結成する権利
を制限し、労使間の交渉を簡略化し
て事務作業の負担を軽減するため

3. 企業が自由に賃金や労働時間を変
更できるようにすることで、景気変
動に合わせた柔軟な経営を可能にす
るため

4. 労働者が複数の企業と同時に契約
することを防ぎ、一つの職場での生
産性を高めることを国が推奨してい
るため

問13 企業経営者が、景気の変動に合わせて従業員の数を増減させる「人員調整のしやすさ」を理由に非正規雇用を増やす一方で、多くの労働者が正
規雇用として働くことを希望している背景には、どのような目的がありますか。 （2017年 香川県公立入試 類似）

1. 労働時間に関わらず、成果のみで
評価される裁量労働制を適用させる
ため

2. 労働組合を結成し、団体交渉を行
う権利を初めて獲得するため

3. 勤務時間や勤務地を限定すること
で、私生活との調和を優先するため

4. 将来にわたって長期間働き続ける
ことができる雇用の安定性を確保す
るため


